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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、国内外すべてのピジョングループ社員が共有する「心」と「行動」の拠り所として、経営理念「愛」および社是「愛を生むは愛のみ」のもと、
「存在意義」「基本となる価値観」「行動原則」「ビジョン」からなる「Pigeon Way」を下記のとおり定めております。

　「Pigeon Way」とは単なるスローガンではありません。当社では、社員一人ひとりが「Pigeon Way」を強く意識し、行動していくことで、成果としての「

企業価値」向上につながり、その「企業価値」は「社会価値」と「経済価値」で構成されるものと考えております。「社会価値」の向上においては、対
象顧客に対してソリューションや新しい価値を提供することで喜びと幸せをもたらし、『社会の中でなくてはならない存在になること』等で、その実現
を目指しております。また、サステナビリティ経営（SDGsやESG）の視点から当社が解決すべき６つの重要課題（マテリアリティ）として、①事業競争
力・開発力向上、②持続的な環境負荷軽減、③ステークホルダー対応力向上、④人材の「質」の向上、⑤働きやすい環境づくり、⑥強固な経営基
盤の構築を設定しており、経営戦略に反映してまいります。一方「経済価値」の向上においては、効率的かつ戦略的にフリーキャッシュフローを将
来にわたって増やし続けること等で、その実現を目指しております。

このような考えに基づき、当社ではコーポレートガバナンスについて「従業員をはじめお客様・取引先・株主の皆様・地域社会等の立場を踏まえた
うえで、透明・公正かつ迅速・果断な意思決定を行うための仕組み」と定義づけ、その目的を「会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上
のため」としております。

その定義に則った「仕組み」を今後もさらに強化していくことで、コーポレートガバナンスを継続的に充実させ、「企業価値」のさらなる向上を目指し
てまいります。

＜Pigeon Way＞

経営理念 「愛」

社是 「愛を生むは愛のみ」

存在意義 赤ちゃんをいつも真に見つめ続け、この世界をもっと赤ちゃんにやさしい場所にします

基本となる価値観　　誠実

コミュニケーション・納得・信頼

熱意

行動原則 迅速さ

瞳の中にはいつも消費者

強い個人によるグローバルコラボレーション

主体性と論理的な仕事の仕方

積極的な改善・改革志向

ビジョン 世界中の赤ちゃんとご家族に最も信頼される育児用品メーカー

“Global Number　One“

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コード（2021年６月11日改訂）の各原則（プライム市場向けの原則を含む）を全て実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

当社は、2021年６月の改訂後コーポレートガバナンス・コードに基づき記載しております（プライム市場向けの原則を含む）。

１．株主の権利・平等性の確保について

（原則１－２　株主総会における権利行使）

株主総会は最高意思決定機関であるとともに、株主の皆様との建設的な対話の場であるとの認識のもと、株主の皆様が十分な権利行使期間を
確保し、適正に権利行使できる環境を整備するとともに、また、株主の皆様が出席しやすくなるように日程および開催場所等を決定し、環境を整備
しております。具体的には、以下の取り組みを行っております。

・招集通知は、グラフや画像の利用などによってより見やすく、また平易な説明を行うよう努めております。

・株主総会会場においては、より出席しやすい環境整備として臨時託児所の設置、手話通訳によるサポート等、株主の皆様の声を反映した運営を
行っております。

・2022年３月30日開催の第65期定時株主総会では、昨年に引き続き、当日ご来場されない株主の皆様にも株主総会の様子をご覧いただけるよう
、インターネットによるライブ配信を実施いたしました。

・株主の皆様における議案の十分な検討期間の確保を目的として、招集通知を株主総会開催日の３週間前に発送するとともに、招集通知の発送
に先立ち、その内容を日本語および英語にて株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます）、議決権電子行使プラットフォーム、
当社コーポレートサイトにおいて、株主総会開催日の１か月程度前に開示しております。

・当社の海外投資家および機関投資家比率を鑑み、議決権行使の利便性確保のため、インターネットによる議決権行使や議決権電子行使プラッ



トフォームを利用しております。

・信託銀行等の名義で当社株式を保有する投資家が株主総会に出席することを希望する場合には、議決権の行使は認めないものの、あらかじめ
所定の手続を経たうえで、株主総会会場内での傍聴を認めることとしております。なお、所定の手続につきましては当社コーポレートサイトにおい
て開示しております。

（原則１－３　資本政策の基本的な方針）

当社のビジネスモデルはスリムな資産で効率的に収益を産み出すモデルとなっていることから、外部からの調達に大きく依存することなく、現在の
資本構成で将来的なグループ事業の成長に対しても充分対応できるものと考えております。

当社はWACCを５％と設定し、その自社の資本コストを大きく上回るPVA（Pigeon Value Addedと称する経営指標）、ROIC（投下資本利益率）、ROE（

自己資本当期純利益率）の高い目標値を設定し、実現に向けて具体的な施策を実行し、半期ごとの決算説明会にてその進捗を開示しております
。また運転資本については、CCC（現金循環化日数）による管理を推進しており、グループ全体で効率化・削減に邁進しております。WACC５％にお
いては、投資案件のハードルレートのベースとして活用しております。

配当政策につきましては、第７次中期経営計画におきまして、３年間での営業キャッシュフロー目標を約560億円とし、その内約250億円を成長の
ための設備投資や戦略的M&A等に活用することを目指す一方で、財務基盤の安定化を図りつつ、株主の皆様に積極的な利益還元を行うことを基
本方針とし、各営業期における前期比増配および連結総還元性向55％程度とすることを掲げております。

（原則１－４　政策保有株式）

当社は、取引先企業との関係・提携強化を図る目的で、政策保有株式を保有することがありますが、従前より政策保有株式として保有していた国
内上場株式２銘柄を売却し、当社が本報告書提出日現在に政策保有株式として保有する上場株式は海外上場株式１銘柄のみであります。当該
株式の保有の目的および状況等につきましては有価証券報告書において開示しております。

個別の政策保有株式につきましては、保有した経緯・目的、取引の状況、保有リスク等を確認し、毎年保有継続の可否および株式数の見直しを行
い、政策保有株式について、有価証券報告書の開示内容として取締役会の承認を得ます。

また、当社グループは投資先の経営方針を尊重しつつ当社グループの企業価値向上の観点から議案を検討し、議決権の行使を行います。

（原則１－７　関連当事者間の取引）

利益相反の監督は、社外取締役に期待される典型的な役割・機能であると理解しております。当社では、会社と主要株主との重要な取引、会社と
役員との競業取引、利益相反取引（自己取引および間接取引）および関連当事者間の取引の有無を半年ごとに取締役および監査役に直接確認
し、当該内容は取締役会に報告されております。また、当社取締役会規則において、実際に取引を行うためには取締役会における決議が必要で
ある旨定めております。

２．株主以外のステークホルダーとの適切な協議

（補充原則２－４－１）

＜多様性の確保についての考え方と多様性確保の状況＞

当社グループは、より質の高い商品を世に送り出すためには、社員が働きやすい環境下にいることが大事であり、社員を大切に出来なければ事
業による成功はないと考えております。そのために、社員が当社グループで働くことを誇りに思い、そして永く働きたいと思える働きがいのある会社
を目指しており、企業倫理指針においても「いかなるときも社員の多様性・個性を尊重し、健康と安全に配慮した働きやすい職場環境を提供します
。また、自己実現できる、働き甲斐のある職場を実現します。」と掲げております。

（１）女性の管理職への登用

当社グループ商品を、お客様に継続的に支持して頂くためには、女性ならではの視点を商品企画・マーケティングの中に取り入れることが不可欠
であり、女性社員の採用、登用は、従前よりごく自然なものとして定着しております。グループ全社での従業員女性比率は62.1%、管理職女性比率
は42.7%となっております(2021年12月末時点)。

（２）外国人の管理職への登用

近年の海外事業の成長に伴い、当社グループでは海外で勤務する従業員数が、グループ全体の従業員数の67.1%(2021年12月末時点)と、日本で
勤務する従業員数を上回っております。そのような状況の中、当社グループの管理職については、国籍にとらわれず各社・現地の実情に合わせて
登用しております。なお、当社グループは、日本事業よりも海外の３事業（中国事業、シンガポール事業、ランシノ事業）による売上成長ポテンシャ
ルが高いため、外国人の採用、登用は海外事業の成長に合わせて拡大していくものと見込んでおります。

（３）中途採用者の管理職への登用

当社グループは、事業規模拡大や経営環境変化への対応、経営品質向上の取組み加速のため、高い専門性や実践力を他社で培った人材に即
戦力として活躍して頂くべく、毎年一定数の中途採用を行っており、新卒・中途の登用格差はなく、分け隔てなく組織の中核人材へ登用しておりま
す。当社における中途採用者の管理職比率は42.2%となっております（2021年12月末時点）。今後、更なる経営環境の変化に伴い、当社従業員に
はない専門性を持つ即戦力人材の獲得ニーズは恒常的に存在するものと想定しており、今後も中途採用を人材ポートフォリオ強化策の一つとし
て位置付ける方針に変わりはありません。

＜多様性の確保の自主的かつ測定可能な目標＞
上述の通り、女性登用が不可欠な事業特性、海外事業の拡大や経営環境変化への対応ならびに経営品質向上の取組みの加速化といった諸要
因を背景として、当社グループでは、女性、外国人、中途採用者の管理職への採用・登用を積極的に推進しておりますが、当社は、「管理職に占
める女性、外国人、中途採用者の割合を従業員に占める女性、外国人、中途採用者の割合それぞれと同じ水準にすること」を基本的な考え方と
し、当社における多様性確保を目的とした自主的かつ測定可能な目標として、女性、外国人、中途採用者の管理職割合をそれぞれ「41％」、
「3％」、「45％」(2021年12月末時点)と設定しております。
このような認識のもと、女性、外国人、中途採用者の管理職割合は、それぞれ「28.8％」、「2.8％」、「42.2％」(2021年12月末時点)となっていることか
ら、特に当社における女性の管理職への登用に関して課題はあると認識しており、引き続き人材育成等の取り組みを強化して参ります。

＜多様性の確保に向けた人材育成方針、社内環境整備方針、その状況＞
当社は従業員一人ひとりの能力を高め、最大限引き出していくために、意欲と能力を伸ばす十分な機会を提供し、多様な視点や価値観を尊重しな
がら個々のキャリア形成を支援することを通じて人材育成に努めております。また、多様な社員がいきいきと働くことができるよう環境整備を推進し
ております。
（１）人材育成方針
当社は、人材育成方針を策定し、「職種の枠を超えて通用する共通の“ビジネススキル”および“ビジネススタンス”の育成」、「特定の領域で高い専
門性を発揮できるプロフェッショナルの育成」、「グローバルな環境で活躍できる人材の育成」、「多様な視点や価値観を尊重する機会の提供と風
土の醸成」、「一人ひとりがキャリアをイメージし、キャリアを自身で掴み取る意識の醸成」を重点に取り組み、社員一人ひとりの役割に合わせた教
育研修を実施しております。加えて、次世代経営人材育成研修、グローバル人材育成研修、ダイバーシティ研修等の研修メニューの他、Accelerat 
e My Career（AMC）プログラムによる社外留職、ボランティア、社内公募等を実施し、多様な働き方や視点を得る機会を提供しております。
また、当社は、年齢や性別など属性によらず個人の能力や成果に基づき評価・登用する仕組みとして、2021年より新人事制度を導入いたしまし
た 。「一人ひとりがプロフェッショナルとして活躍する」ことを目指し、①専門性を育て、人材価値を高めること、②１人ひとりが担う役割を明確化す
ること、③勤続年数によらない公平な評価、④年齢によらない役割等級に応じた報酬、⑤ライフステージへの柔軟な対応を柱とし、多様な働き方や
キ ャリア形成を受け入れた上で社員の能力や成果が公正に評価されるようにしております。



（２）社内環境整備方針

当社は、女性社員がこれまで以上に活躍できる環境を整備することを特に重要な課題と捉え、「女性活躍推進のための3か年行動計画」を策定し
、「両立支援制度の拡充」「職場の意識改革」「女性の気持ちとスキルをバックアップ」を三本柱に制度面でのさらなる充実と社員のマインドセットの
両面からの支援を行っております。

当社は、2019年4月からのテレワークの導入などで、ワークライフバランスの推進と労働生産性の向上施策を実施しております。当社では、誰もが
当たり前に育児・介護休職を取得できる職場環境を整え、育児を語れる社員の育成を図っており、育児を経験することで、商品開発などの業務に
おいてもその経験を活かす取組みを進めております。更に2021年には、健康経営宣言を策定、公開し、「社員が健康でいきいきと働くことができる
会社」を目指し活動しております。

詳しくは当社コーポレートサイトをご参照ください。

女性活躍推進法行動計画：https://www.pigeon.co.jp/about/companyinfo/female/

健康経営方針：https://www.pigeon.co.jp/sustainability/social_top/health_management_policy/

従業員のために：https://www.pigeon.co.jp/sustainability/social_top/members/

（原則２－６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮）

当社は、社員の資産形成のため、企業型確定拠出年金制度を導入しており、当社の財政状況が将来の年金運用成績の影響を受けることはあり
ません。また、社員の資産形成を支援するため、入社する全正社員に対して運営管理機関、運用商品の特徴と選定方法を説明しております。また
、運営管理機関が提供している学習ツール等を利用し、社員の資産運用に関する知識向上を図っております。

３．適切な情報開示と透明性の確保

（原則３－１　情報開示の充実）

（１）経営理念、社是、経営戦略、経営計画など

・経営理念・社是

上記Ⅰ．の「１．基本的な考え方」をご参照ください。

・経営戦略・経営計画

当社コーポレートサイトにおいて第７次中期経営計画を公表しております。当社コーポレートサイトをご参照ください。

（URL：https://www.pigeon.co.jp/ir/management/midplan/）

また、統合報告書や報告書（HEART REPORT）等の株主・投資家の方向けの資料において、その進捗についても報告しております。これらの資料

も当社コーポレートサイトに掲載しております。（URL：https://www.pigeon.co.jp/ir/library/）

（２）コーポレートガバナンスに関する基本方針

上記Ⅰ．の「１．基本的な考え方」をご参照ください。

（３）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

詳細は、下記の《役員報酬ポリシー》をご参照ください。

なお、取締役に対する退職慰労金制度につきましては、2019年４月25日開催の第62期定時株主総会終結の時をもって廃止いたしました。

また、役員報酬は、任意の報酬委員会において審議されたのち、2019年４月25日開催の第62期定時株主総会で承認いただいている取締役報酬
額の範囲内（年額800百万円以内（うち社外取締役100百万以内）。ただし、使用人兼務取締役の使用人としての給与は含まない。上記報酬枠とは
別枠で、業績連動型株式報酬額として３事業年度を対象として600百万円以内。ただし、2019年12月期については１事業年度を対象として200百万
円以内。）において、取締役会で決定しております。

《役員報酬ポリシー》

１．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

上記Ⅰ．の「１．基本的な考え方」をご参照ください。

２．役員報酬の基本方針

当社の取締役の報酬（以下「役員報酬」といいます）は、上記の「１．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方」をもとに、以下を基本方針と
します。

（１）当社グループの中長期的な「企業価値向上経営」に資するものであること

（２）「Pigeon Way」に基づき、「Global Number One」の実現に向けて、優秀な経営人材の確保に資するものであること

（３）独立性・客観性・透明性の高い報酬制度とし、ステークホルダーに対する説明責任を果たし得る内容であること

３．報酬水準

役員報酬の水準は、当社の経営環境および外部のデータベース等による同業他社（製造業）や同規模の主要企業をピアグループとして水準を調
査・分析したうえで、上記の「２．役員報酬の基本方針」に基づき、設定しております。

役位ごとの報酬水準（社長を100%とした場合）は、以下のとおりです。

役位 報酬水準

100%

　　　80%

50%

社長

会長・副社長

専務　   60%

常務

取締役 40%

４．報酬構成

当社の取締役（独立社外取締役を除く）の報酬は、役位に応じた「基本報酬」、短期インセンティブ報酬としての「賞与」および中長期インセンティブ
報酬としての「株式報酬（業績連動・非業績連動）」で構成されます。なお、独立社外取締役および監査役の報酬は、「基本報酬」のみで構成されま
す。

　（注）会社法施行規則第98条の５における業績連動報酬等に「賞与」および「株式報酬（業績連動）」、非金銭報酬等に「株式報酬（業績連動・非
業績連動）」が該当します。

（１）報酬項目の概要

＜基本報酬＞

５つの事業部門における各取締役の役割と責任に応じて役位を定め、役位ごとに金額を決定し、月額報酬として毎月支給します。

＜賞与＞



年度ごとの当社グループの連結業績および担当部門の業績に対するインセンティブ付与を目的として毎年３月に支給します。

連結業績は、本業の規模を示す「売上高」、本業の収益力を示す「営業利益」、資本コストを上回る企業価値の創造額を示す「PVA（Pigeon Value

Addedと称する当社独自の経営指標）」の目標達成度に応じて0～150％の範囲内で変動します。目標値については、売上高および営業利益は毎
期初に決算短信にて公表する業績予想値、PVAは期初計画値を使用します。

会長、社長およびGHO担当役員は連結業績のみとしますが、その他の取締役に関しては、70％は連結業績、30％は担当部門の業績（売上高、営
業利益およびPVA）の目標達成度に応じて、役位ごとに定められた賞与基準額をもとに、0～150％の範囲内で変動します。

各指標の評価割合は、以下のとおりです。

指標 評価割合

売上高　　　50％

営業利益　 30％

PVA　　　　 20％

＜株式報酬＞

株式報酬は、当社グループの中長期的な会社業績および企業価値の向上に対するインセンティブ付与およびセイム・ボート（株主との利害意識の
共有）を目的として退任時に支給します。

役位ごとに株式報酬基準額が定められ、当該基準額のうち、60％は業績連動（Performance Share）、40％は非業績連動（Restricted Stock）により

構成されます。

・業績連動（Performance Share）

原則として、中期経営計画に掲げる財務指標（連結売上高CAGR、EPS成長率、ROEおよびTSR（Total Shareholder Return:株主総利回り））や非財

務指標（持続的な環境負荷軽減、社会課題解決商品・サービス開発および株主・投資家との責任ある対話）の目標達成度等に応じて0～150%の
範囲内で変動します。財務指標については、トップライン（売上高）の継続的な成長、事業収益性や効率性のさらなる改善および中長期的な企業
価値の向上を後押しするために使用します。非財務指標については、この世界をもっと赤ちゃんにやさしい場所にするために、事業活動を行うす
べての国・地域において、赤ちゃんとお母さん、そのご家族を取り巻く社会課題の解決や環境負荷に繋がる要因の軽減に取り組みます。また、こ
れらの考えに共感・賛同いただけるよう株主や投資家とのエンゲージメントを積極的に実施することで、赤ちゃんに寄り添い続けるための強固な経
営基盤の構築をします。なお、中期経営計画に掲げる目標値の大幅な変更を行った場合、株式報酬における目標値の妥当性につき、任意の報酬
委員会にて審議のうえ、取締役会にて決議します。

各指標の評価割合は、以下のとおりです。

指標 評価割合

財務指標 80％

　　　連結売上高CAGR 30％

　　　EPS成長率 30％

　　　ROE 　10％

　　　TSR（相対比較） 10％

非財務指標 20％

　　　持続的な環境負荷軽減 ５％

　　　社会課題解決商品・サービス開発　　　10％

　　　株主・投資家との責任ある対話　　　　 ５％

・非業績連動（Restricted Stock）

セイム・ボートの観点から、交付株式数固定の株式報酬として支給します。

取締役（独立社外取締役を除く）に対し、原則として、基本報酬（年額）の１倍以上の当社株式を保有することを推奨します。

なお、株式報酬は、信託型株式報酬制度を通じて支給します。本制度は、対象者に対して、毎年、ユニット（ポイント）を付与し、退任時にユニット数
（ポイント数）に相当する当社株式を信託から交付するものです。セイム・ボートの観点から、確定したユニット（ポイント）については、株主総会参
考書類等で開示します。当社株式の管理は、三菱UFJ信託銀行に委託しております。

（２）取締役（独立社外取締役を除く）の報酬構成の標準モデル（各指標の目標達成度が100％の場合）

報酬の種類　　　構成割合

基本報酬 60％

賞与 20％

株式報酬 20％

５．ガバナンス

役員報酬制度の内容の独立性・客観性・透明性を高めるために、取締役会の諮問機関として、委員長および委員の過半数を独立社外取締役とす
る任意の報酬委員会を設置しております。任意の報酬委員会は、原則として、年4回以上実施することとしており、役員報酬等の額およびその算定
方法ならびに個人別の報酬等の内容の決定方針にかかる以下記載の主要アジェンダ等につき審議し、取締役会に対して助言・提言を行い、取締
役会はその助言・提言内容を最大限に尊重して意思決定を行います。なお、役員報酬等は、株主総会において決議された報酬等の上限の範囲
内で支給するものとします。

また、社外からの客観的視点および役員報酬制度に関する専門的知見を導入するため、外部のコンサルタントを起用し、その支援を受け、外部デ
ータ、経済環境、業界動向、経営状況、従業員の給与額および配当金額等を考慮し、報酬制度の内容について検討することとします。

なお、取締役会の実効性強化のために、役員の指名・報酬領域にかかる活動について、任意の指名委員会および報酬委員会が連携を図ってお
ります。また、取締役会の実効性評価の中で、任意の報酬委員会の実効性評価を行っております。

＜任意の報酬委員会の主要アジェンダ＞

・役員報酬ポリシーにかかる修正要否

・個人別の役員報酬水準（役位別の基準額）

・賞与にかかる業績目標および評価テーブル

・前事業年度の賞与にかかる業績評価および個人別支給額等

・前事業年度の株式報酬にかかる業績評価および個人別支給額等

・外部データ等を用いた役員報酬の水準・構成・指標等

・新型コロナウイルス禍等の環境変化に伴う役員報酬にかかる対応要否

＜報酬等の上限＞



６．報酬の没収・返還

重大な会計上の誤りや不正による決算の事後修正が取締役会において決議された場合、または取締役（独立社外取締役を除く）の在任期間中に
善管注意義務や忠実義務その他の法令ないし契約に反する重大な義務違反があったと取締役会等が判断した場合、任意の報酬委員会は、取締
役会からの諮問を受けて、賞与および株式報酬を受ける権利の全部もしくは一部の没収または支給済みの賞与および株式報酬の全部もしくは一
部の返還を求めるか否かについて審議し、その結果を取締役会に助言・提言します。

取締役会は、当該助言・提言内容を最大限に尊重し、賞与および株式報酬を受ける権利の全部もしくは一部の没収、または支給済みの賞与およ
び株式報酬の全部もしくは一部の返還を当該取締役に請求するか否かにつき決議するものとします。

７．情報開示等の方針

役員報酬制度の内容については、ディスクロージャー・ポリシーに基づき、各種法令等に従い作成・開示することとなる有価証券報告書、株主総会
参考書類、事業報告、コーポレートガバナンス報告書、統合報告書およびコーポレートサイト等を通じ、迅速かつ積極的に開示します。

また、株主や投資家とのエンゲージメントについては、CEO・取締役（独立社外取締役を含む）を中心に、積極的に実施します。 Pigeon Wayに理解

のある株主や投資家とのエンゲージメントをコアバリューと位置付け、エンゲージメントを通して受けた株主や投資家の意見を取締役会等で共有し
、企業価値（社会価値、経済価値）向上のために活用します。

（４）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

＜経営陣幹部の選解任および取締役候補の指名方法＞

詳細は、下記の《役員指名ポリシー》をご参照ください。

《役員指名ポリシー》

１．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

上記Ⅰ．の「１．基本的な考え方」をご参照ください。

２．最高経営責任者(CEO)の人材要件

当社の最高経営責任者（以下「CEO」といいます）に求められる人材像は、「Pigeon Wayの価値観のもと人間力を磨き企業価値（社会価値、経済価

値）を高め続けられる人材」です。上記の「１．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方」に基づき、CEOの人材要件（責任・権限、主要職務
・期待される成果、能力要件（行動特性、性格特性、経験・実績、知識・スキル））を定めております。

（１）責任・権限

上記の「１．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方」に基づき、CEOの責任・権限を定めております。

・責任：社会の持続可能性の向上に貢献するため、Pigeon Wayの価値観のもと、企業価値（社会価値、経済価値）向上に対する過程・結果責任を

持つ

・権限：企業価値（社会価値、経済価値）向上のため、経営資源の最適配分を最終決定する権限を持つ

（２）主要職務・期待される成果

上記の「（１）責任・権限」に基づき、CEOの主要職務・期待される成果を定めております。



（３）能力要件

３．選解任基準

経営陣幹部の選任は、上記の「２．最高経営責任者(CEO)の人材要件」に基づき、外部アセスメント等を参考に、客観的な視点で選任する方針とし
ており、任意の指名委員会での審議を経たうえで、取締役会に諮り決定します。

取締役およびCEOの選任は、上記の「２．最高経営責任者(CEO)の人材要件」に基づき、任意の指名委員会での審議を経たうえで、取締役会に諮
り決定します。

また、取締役およびCEOは、次に定める解任基準に該当し、または、該当する疑いを生じさせる行為があった場合は、速やかに取締役会の諮問に
基づき、任意の指名委員会にて審議します。

①不正、不当または背信を疑われる行為があったとき

②法令違反など、不適格と認められたとき

③職務遂行の過程またはその成果が不十分であり、かつ本人を引き続き職務におくことが不適当であると判断したとき

④３事業年度連続でROEが5％を下回ったとき（CEOのみ）



４．後継者計画

CEOの後継者計画は、上記の「２．最高経営責任者(CEO)の人材要件」に基づき、任意の指名委員会にて審議します。具体的には、CEO候補者に
かかる次世代経営人材育成選抜研修等の外部アセスメントの内容および結果、人材要件に関する評価、キャリアプラン等について、審議します。
取締役会は、任意の指名委員会による審議内容の報告を踏まえ、後継者計画が適格に運営されているかを監督します。

５．任期

取締役（独立社外取締役を含む）の任期は、１年間とします。

６．ガバナンス

取締役の選解任や指名の決定プロセスの独立性・客観性・透明性を高めるために、取締役会の諮問機関として、委員長および委員の過半数を独
立社外取締役とする任意の指名委員会を設置します。任意の指名委員会は、原則として、年4回以上実施することとしており、取締役の選解任基
準やCEOの後継者計画等につき審議し、取締役会に対して助言・提言を行い、取締役会はその助言・提言内容を最大限に尊重して意思決定を行
います。

また、社外からの客観的視点および指名に関する専門的知見を導入するため、外部のコンサルタントを起用し、その支援を受け、外部データ、経
済環境、業界動向および経営状況等を考慮し、取締役の選解任基準やCEOの後継者計画等の内容について検討することとします。

　なお、取締役会の実効性強化のために、役員の指名・報酬領域にかかる活動について、指名委員会および報酬委員会が連携を図っております
。また、取締役会の実効性評価の中で、任意の指名委員会の実効性評価を行っております。

　＜任意の指名委員会の主要アジェンダ＞

・役員指名ポリシー

・取締役会のスキル・マトリックス

・CEOの人材要件

・CEOおよび経営陣の後継者計画

・取締役の候補者

・取締役の選解任基準

・取締役の任期および在任期間

７．情報開示等の方針

取締役の選解任基準やCEOの後継者計画等の内容については、ディスクロージャー・ポリシーに基づき、各種法令等に従い作成・開示することと
なる有価証券報告書、株主総会参考書類、事業報告、コーポレートガバナンス報告書、統合報告書およびコーポレートサイト等を通じ、迅速かつ
積極的に開示します。

また、株主や投資家とのエンゲージメントについては、CEO・取締役（独立社外取締役を含む）を中心に、積極的に実施します。 Pigeon Wayに理解

のある株主や投資家とのエンゲージメントをコアバリューと位置付け、エンゲージメントを通して受けた株主や投資家の意見を取締役会等で共有し
、企業価値（社会価値、経済価値）向上のために活用します。

＜監査役候補の指名方法＞

監査役候補については、取締役会が推薦する候補者を監査役会において審議し、監査役会の同意を得たうえで株主総会に付議しております。社
外監査役には公認会計士や弁護士等の財務や法務など企業活動に対する見識豊富な人材を候補者としております。

（５）取締役会が上記（４）を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名についての説明

取締役および監査役個々の選任理由については、当社コーポレートサイトに掲載しております第62期定時株主総会招集ご通知（株主総会参考書
類）（URL：https://www.pigeon.co.jp/ir/assets/pdf/190403_syousyu.pdf）、　第64期定時株主総会招集ご通知（株主総会参考書類）（URL：https://
www.pigeon.co.jp/ir/assets/pdf/210308_syousyu.pdf）、第65期定時株主総会招集ご通知（株主総会参考書類）（URL：https://www.pigeon.co.jp/ir/
assets/pdf/220308_syousyu.pdf）をご参照ください。

また、経営陣幹部を解任した場合は、随時、適切な方法により開示します。

（補充原則３－１－３）

（１） サステナビリティに関する取組みの情報開示

当社グループは、赤ちゃんをいつも真に見つめ続け、この世界をもっと赤ちゃんにやさしい場所にするために存在します。事業活動を行うすべての
国・地域において、環境負荷を減らし、赤ちゃんとお母さんを取り巻く社会課題の解決をすることで、企業として持続的な成長を目指しております。

このために当社が取り組むべき課題を「マテリアリティ（重要課題）」として特定し、社会課題解決に向けた具体的な取り組み計画を中期経営計画
に合わせて策定しております。これらの取り組みのうち重要なものは、中期経営計画における非財務目標に組み込んでおります。

当社の事業方針である中期経営計画、マテリアリティ（重要課題）、マテリアリティ解決のための第７次中期経営計画における目標およびその取組
み状況、サステナビリティに関する社内推進体制、サステナビリティに関する各種情報・実績データを当社のコーポレートサイトにて開示しておりま
す。

中期経営計画：https://www.pigeon.co.jp/ir/management/midplan/

マテリアリティ：https://www.pigeon.co.jp/sustainability/policy/#headline-1580967355

サステナビリティ： https://www.pigeon.co.jp/sustainability/

ESGデータブック：https://www.pigeon.co.jp/sustainability/databook/

サステナビリティに関わる課題のうち、とりわけ、気候変動は世界共通の取り組むべき課題であるとの認識のもと、気候変動が当社グループのビ
ジネスに与えるリスクと機会、およびこれらがもたらしうる財務的影響を理解し、重要なリスクと機会を適切にマネジメントするため、2021年12月に
気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）提言への賛同を表明しております。

2021年には 、当社グループにおける基幹商品のうち売り上げ規模が相対的に大きい、日本事業および中国事業における哺乳器・乳首およびスキ

ンケアビジネスを対象として、気候関連のリスクおよび機会の分析・評価に着手いたしました。分析結果については、当社のコーポレートサイトにて
開示しております。

気候変動への対応：https://www.pigeon.co.jp/sustainability/environment_top/warming/

（２）人的資本に関する情報開示

当社グループは、社員を大切にできなければ事業による成功もないと考え、制度の充実などで環境整備を図り、働きやすい職場の風土づくりに努
めております。また、全社員に対して技術開発・訓練・実習への参加機会を設けるとともに、将来の経営層を担う人材の育成を目的とした「次世代
経営人材育成選抜研修」を継続的に実施しております。2013年、2016年には、グループ各社から選抜された従業員が参加する多国籍社員参加型
研修「グローバル・リーダーシップ・プログラム」を実施しております。



当社の従業員に関する取組みについては、統合報告書やコーポレートサイトにて公開をしております。

従業員のために：https://www.pigeon.co.jp/sustainability/social_top/members/

（３）知的資本に関する情報開示

持続可能な社会の発展に貢献し、当社の企業価値向上を実現するために、知的財産への投資は必要不可欠であると考え、積極的に実施してお
ります。中でも「ブランド」価値向上を目指し、2020年にピジョンブランドガイドラインを刷新し、活動を推進しております。ピジョンが社会に約束する
こととして、ブランドプロミス「Celebrate babies the way they are（赤ちゃん一人ひとりが生まれ持った輝きを育む）」を掲げ、お客様とのさまざまな接

点において、グローバルで一貫したピジョンブランドを発信、強化しております。

当社のブランドに関する取組みについては、統合報告書やコーポレートサイトにて公開をしております。

ブランド力向上の取組み（Celebrate Babies in Action）：https://www.pigeon.co.jp/celebrate/

さらに当社は、知的財産部門にて日本のみならず各地域の研究開発部門が創出する発明、デザイン、ネーミング等を知的財産権として確保し、事
業拡大と経営品質の向上を推し進めております。他方、近年発見される当社製品の模倣品については、粗悪品によるエンドユーザ―である赤ちゃ
んの健全な成長の妨げになると考え、対策を講じております。

４．取締役会等の責務

（補充原則４－１－１）

当社取締役会は、法令および定款による取締役会の専決事項とされる事項ならびに「取締役会規則」に定める重要案件の決定または報告をして
おります。取締役会における決議事項および取締役会への報告事項については、具体的に取締役会規則およびその他の社内規程において定め
ております。

また、当社は取締役会、監査役会制度に加え、代表取締役社長を議長とする経営会議や内部監査制度によりコーポレートガバナンスを構築して
おります。取締役会は業務執行を兼務しない社内取締役、社外取締役および監査役を含む構成とし、経営環境の変化に迅速かつ適切に対応し、
持続的成長の実現と確固たる経営基盤の確立のために経営の意思決定を合理的かつ効果的に行うとともに、経営の意思決定・監督機能と業務
執行の相互連携を図ることを目指しております。その中で、業務執行の監督機能として社外取締役の役割に期待することは大きく、一層社外取締
役の活発な意見を引き出す取締役会の運営を行っております。社外取締役は、当社の経営戦略に対する助言等を行い、コーポレートガバナンス
の向上および意思決定の妥当性の監督の役割を担い、また、社外監査役２名を含む４名の監査役は、監査の方針、業務分担等に従い取締役会
等重要会議への出席、取締役からの聴取や重要決議書類等の閲覧、業務および財産の状況の調査等により厳正な監査を実施しております。

（補充原則４－２－２）

＜サステナビリティを巡る取組みについての基本的な方針の策定＞

当社グループでは、「社会価値」と「経済価値」の向上、その総和である「企業価値」の向上を図り、『社会の中でなくてはならない存在として存続し
続けること』、これが当社のサステナビリティに関する基本的な考え方です。そして、当社はPigeon Sustainable Visionを掲げ、環境負荷を減らし、

社会課題の解決を通じて、企業として持続的な成長を目指し取組みを進めております。

Pigeon Sustainable Vision: “Celebrate Babies with All”

「私たちは、赤ちゃんをいつも真に見つめ続け、この世界をもっと赤ちゃんにやさしい場所にするために存在します。事業活動を行うすべての国・地
域において、環境負荷を減らし、赤ちゃんとお母さんを取り巻く社会課題の解決をすることで、企業として持続的な成長を目指します。そして、ステ
ークホルダーの皆さまとともに、赤ちゃん一人ひとりが持つ好奇心と成長する力を尊重し、多様な価値が共鳴し合う、自由で喜びにあふれた未来を
創造していきます。」

当社グループの企業価値の向上を図り、『社会の中でなくてはならない存在として存続し続けること』という観点からサステナビリティについての取
組みを進行するにあたって、①当社グループの持続的な成長、②持続的な社会の実現という２つの視点が必要であり、また、①および②を支える
ものとして③当社におけるコーポレートガバナンスの向上が重要であると考えます。そして、これらを実現するための基本的な方針として、当社グ
ループにおいては、以下3つの方針等について取締役会の承認を経て定め、当社コーポレートサイトにおいても開示しております。

中長期的な事業方針（中期経営計画）：https://www.pigeon.co.jp/ir/management/midplan/

Pigeon ESG/SDGs基本方針：https://www.pigeon.co.jp/sustainability/policy/

コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方：https://www.pigeon.co.jp/sustainability/governance_top/governance/

また、上記方針等に基づいた各施策の実施に加えて、取締役会諮問機関である「ガバナンス委員会」を設置し、取締役会・各委員会の役割、取締
役会の更なる機能発揮のための機関設計等広くコーポレートガバナンスに関するテーマについて、多様かつ長期的な視点に基づいて意見交換を
行っております。また、「サステナビリティ委員会」を業務執行機関として設置し、「環境・社会」に関して、長期目標の設定、マテリアリティ（重要課題
）の特定と定期的な見直し、マテリアリティ解決のための取組みの進捗レビューを行っており、その活動状況等を取締役会に報告しております。

当社では、「ガバナンス委員会」および「サステナビリティ委員会」を通じて中長期的な企業価値向上、環境・社会に関する課題解決等、サステナビ
リティに関する取組みを推進しております。

そして、人的資本や知的財産への投資などの経営資源の配分や事業ポートフォリオに関する戦略につきましても中期経営計画策定時に検討し、
中期経営計画に反映させており、取締役会における中期経営計画の進捗状況の確認を通じて監督を行っております。

（原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質）

当社は、当社の社外取締役および社外監査役の独立性基準について以下のとおり定めております。

（１）当社および当社子会社（以下あわせて「当社グループ」といいます）との関係

現在および過去10年間において、当社グループの役員または従業員ではないこと。

（２）取引先との関係

現在および過去３年間において、以下の１）および２）に該当しないこと。

１）当社グループの主要な取引先(（注１）)（当該主要取引先が法人である場合にはその役員または従業員）。

２）当社グループを主要な取引先としている者(（注２）)（その者が法人である場合にはその役員または従業員）。

（３）株主との関係

現在および過去３年間において、当社の主要株主(（注３）)（当該主要株主が法人である場合にはその役員または従業員）ではないこと。

（４）顧問、コンサルタントとの関係

現在および過去３年間において、以下の１）および２）に該当しないこと。

１）当社グループの会計監査人または会計参与である公認会計士または監査法人の社員、パートナーまたは従業員。

２）上記に該当しない公認会計士、税理士または弁護士、その他のコンサルタント（その者が法人、組合等の団体である場合にはその社員、パート
ナーまたは従業員）であって、役員報酬以外に当社グループから、多額の金銭(（注４）)その他財産上の利益を得ている者。



（５）寄付先との関係

現在および過去３年間において、当社グループから多額の寄付(（注５）)を受けている法人、団体等の役員または従業員ではないこと。

（６）近親者との関係

上記（１）から（５）に該当する者（重要でない者を除く）の近親者(（注６）)ではないこと。

（注１）当社グループの主要な取引先とは、当社グループにおいて当該取引先との直近の事業年度における取引額が年間連結総売上高の２％以

上を占める場合をいう。

（注２）当社グループを主要な取引先としている者とは、当該取引先において当社グループとの直近の事業年度における取引額が年間連結総売

上高の２％以上を占める場合をいう。

（注３）主要株主とは総議決権の10％以上を保有（間接保有を含む）する株主をいう。

（注４）多額の金銭とは、過去３年間の平均で、個人の場合は年間1,000万円以上、団体の場合は当該団体の連結総売上高または総収入の２％

以上をいう。

（注５）多額の寄付とは、過去３年間の平均で年間1,000万円以上または連結総売上高もしくは総収入の２％のいずれか高いほうの額を超える寄

付をいう。

（注６）近親者とは、配偶者または２親等以内の親族をいう。

（補充原則４－１０－１）
取締役の選解任や指名の決定プロセスならびに役員報酬制度の設計および運用おいて、高い独立性・客観性・透明性を確保するため、取締役会
の諮問機関として、任意の指名委員会および報酬委員会を設置しております。なお、取締役候補者の指名および個々の取締役の報酬等に関して 
、取締役会による決定に前置して、委員の過半数が独立社外取締役で構成され、かつ取締役会から独立した諮問機関での審議を経るという形式
をとることにより、独立社外取締役の意見および意思を反映する仕組みを持つことが、個々の取締役および取締役会としての監督機能の発揮とい
う観点において重要であると当社は考えております。この考えのもと、任意の指名委員会および報酬委員会は、委員５名以上で構成し、その過半
数は独立社外取締役で構成しております。加えて、両委員会の委員は取締役会の決議により決定し、委員長は独立社外取締役である委員の中
から委員会の決議により決定します。任意の指名委員会および報酬委員会は、取締役会の諮問に応じて審議し、取締役会に対して助言・提言を
行います。
より具体的な審議事項として、上記Ⅰ．【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】３．（３）の《役員報酬ポリシー》および同（４）の《役
員指名ポリシー》に記載の主要アジェンダもご参照ください。

（原則４－１１　取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件）

１．スキルマトリクス

当社の取締役会・監査役会の実効性を確保するためには、各々の会議体を構成する個々の取締役および監査役が各々担う専門性を明らかにす

ることが前提として必要であると考えます。

そこで、この専門性を明らかにしたのが、以下の表（スキルマトリクス）であります。

２．スキルマトリクスにおける専門性の設定経緯・ストーリー （以下の下線部分が上記１.の表における「取締役会に求められる専門性」の各項目と

対応しております。）

（１）Pigeon Way、存在意義（Purpose）、重要課題（マテリアリティ）との関係

当社は、経営理念である「愛」を中核とした、すべての活動の拠りどころであるPigeon Wayを掲げ、その中で存在意義（Purpose）、すなわち「赤ちゃ

んをいつも真に見つめ続け、この世界をもっと赤ちゃんにやさしい場所にします」という内容を据えております。

そして、Pigeon Way・存在意義を実現するため、サステナビリティ経営（SDGsやESG）の視点から当社が解決すべき6つの重要課題（マテリアリティ）

を掲げております。

この重要課題に対処するために、以下のとおり、スキルマトリクスに掲げる専門性が、各々必要となります。

専門性の発揮によって重要課題を実現することにより、企業価値（社会価値、経済価値）を向上させることで、持続可能な社会の発展に貢献してい

くことを企図しております。

１）事業競争力・開発力向上

当社は、赤ちゃんのありのままの姿を見つめ、その成長過程を深く掘り下げることで、哺乳研究や乳幼児発達研究といった「基礎研究」、「行動観

察」、「デザイン力」を築き上げてきた。そして、「安全性」、「耐久性」、「使いやすさ」を追求したピジョン独自の基準である「ピジョン・クオリティ・スタ

ンダード（PQS）」に則った設計品質および「ピジョン・プロダクティブ・マネジメント（PPM）」に則った製造品質を徹底してまいりました。これらを基礎

に、赤ちゃんに安全な原材料を用いて商品を製造し提供する（サプライチェーンマネジメント）というのが、これまで培ってきた当社の根幹部分であ

ります。



さらに、「赤ちゃんをいつも真に見つめ続け、この世界をもっと赤ちゃんにやさしい場所にします」という存在意義を実現するには、赤ちゃんとお母さ
んを取り巻く社会課題の解決を図り、誰もが安心して子育てができる社会を追求することが必要であり、これがピジョン独自の社会貢献であると確
信しております。
この社会貢献を果たすためには、当社の強みである根幹部分に加え、赤ちゃんを真に見つめ続け築き上げたピジョンの高いブランド力（ブランディ
ング）をさらに強化し、赤ちゃんへの想いが込められたマーケティング、商品開発を、日本に限らず海外、殊にアフリカをはじめとした未開拓の開発
途上国にも、グローバルで展開することが必要であります。
これらを通じて、バリューチェーン全体を考慮した社会課題解決型の次世代事業・商品の開発を促す仕組みの構築と実践が可能となり、当社の事
業競争力ないし開発力の向上が果たされることとなります。
２）持続的な環境負荷軽減
当社においては、赤ちゃんを真に見つめ続けるピジョンだからこそ果たすべき「明日生まれる赤ちゃんの未来にも豊かな地球を残す」ために、PQS
に則った設計品質およびPPMに則った製造品質の徹底を基礎に、環境配慮型商品・パッケージの研究開発やプラスチックの削減を実現するサプ
ライチェーンマネジメントを通じて、ピジョン独自の持続的な環境負荷軽減が果たされることとなります。

３)ステークホルダー対応力向上
当社の最も大切なステークホルダーは、社員であります。４）で掲げるグローバルで活躍できるプロフェッショナル人材の育成および５）のピジョンで
働き続けたいと思える環境づくりないし企業文化の醸成は、会社が社員に一方的に与えるという一方通行の関係ではなく、社員の要望や期待に真
摯に耳を傾け、これを聞き入れ、実現に向けて尽力するという双方向のコミュニケーションがあって初めて、ピジョンとして実を伴ったものとなり得ま
す。
さらに、赤ちゃんの成長を間近で支えるお母様やそのご家族は、当社が最も大切にしなければならない顧客であります。そのお母様やご家族との
双方向のコミュニケーションを大切にし、お母様やご家族の視点に立ちお寄せいただく声を真摯に受け止め、その声を、当社の提供する商品のデ
ザイン・研究開発、さらには経営・事業戦略、マーケティング・ブランディングにも反映していくことは、やはり当社として欠くことができないものであり
ます。
このように、当社の一方的な利益追求に偏ることなく、ステークホルダー（社員、顧客、取引先、株主、地域社会等）の利益にも誠実に配慮し、Win- 
Winの関係を構築するよう、丁寧な情報提供および双方向のコミュニケーションを大切にすることで、ステークホルダーに”愛される”存在になり続け
ることが可能となります。

４)人材の「質」の向上

当社がPigeon Way・存在意義を実現するためには、当社の持続的な成長を人的側面で支える社員の「質」の向上は最重要事項であり、誰もが安

心して子育てができる社会を全世界で実現すべく、日本および既存の海外展開国・地域に留まらない未開拓の国・地域への進出をも視野に入れ

た、グローバルで活躍できるプロフェッショナル人材の育成が必要であります。

５)働きやすい環境づくり
社員がその能力・資質を遺憾なく発揮し、当社としてより質の高い商品・サービスを世に送り出すためには、多くの社員の目がキラキラと輝き、ピジ
ョンで働き続けたいと思える環境づくりないし企業文化を、ダイバーシティ（多様性）やワークライフバランス、社員の健康管理・維持にも十分配慮し
つつ、取締役ないし経営陣の意思だけでなく社員の期待や要望をも汲んだ上で、実現することが必要であります。

６)強固な経営基盤の構築

当社事業および当社の属する業界に関する十分な経験を基礎としつつ社外からの多様な意見を取り入れながら、持続的な成長を実現する強固な

経営基盤の構築が必要であり、具体的に、健全かつ適切なコーポレートファイナンス（財務・会計）およびコーポレートガバナンス（法務・コンプライ

アンス・リスクマネジメント）に加え、赤ちゃんのありのままの姿を見つめ続けることで築き上げ、そして更なる発展を遂げようとするピジョンのブラン
ド力に裏打ちされた経営・事業戦略が必要であります。

（２）第７次中期経営計画との関係

スキルマトリクスにおける専門性を設定するに際しては、Pigeon Way・存在意義・重要課題に加えて、第７次中期経営計画における重点戦略をも

加味いたします。当社役員がPigeon Way・存在意義・重要課題を実現するために、中期経営計画で掲げた重点戦略を推進することが、当社だけで

なく、役員を選任した株主の意思にも合致するためです。

この観点で、

前提：当社事業および当社の属する業界に関する十分な経験を基礎に、持続的な成長を実現する強固なコーポレートファイナンス（財務・会計）お

よびコーポレートガバナンス（法務・コンプライアンス・リスクマネジメント）、ブランド力に裏打ちされた経営・事業戦略と、各々の戦略展開ないし実

現における主役である社員の人材育成・企業文化の醸成を共通基盤として、

１）ブランド戦略： 当社の大切な顧客であるお母様やご家族が抱える育児での“お困りごとを真に見つめ、その“お困りごと”を解決するためのデザ

イン・研究開発・商品開発ならびにPQSに則った設計品質およびPPMに則った製造品質を基礎とするサプライチェーンマネジメントを推し進めるこ

とで、育児を通じて、赤ちゃん一人ひとりが持つ好奇心と成長する力を尊重し、多様な価値が共鳴し合う、自由で喜びにあふれた未来が創造され

る。これにより、当社のブランドプロミスである”Celebrate babies the way they are”（赤ちゃん一人ひとりが生まれ持った輝きを育む）が果たされ、

「商品を買ってもらう」から、「当社のビジネスに共感し、選んでもらう」ブランド作りが実現される

２)商品戦略：「哺乳器・乳首」、「さく乳器」、「スキンケア」、「オーラルケア」という当社の基幹商品を軸に、未開拓の国・地域への進出を含むグロー
バルでの展開をも視野に入れた、当社の大切な顧客であるお母様やご家族のニーズを追求したブランディング・マーケティング、商品の製造・販売
を推し進めることで、グローバルで当社の強みを活かせるカテゴリーで、成長を加速させることができる

３)地域戦略：未開拓の国・地域を含むグローバルビジネスの事情に精通した上でのブランディングを踏まえた、商品・サービスのマーケティング、
原材料の調達、商品の製造・販売を通じて、各国・地域の市場特性に合ったサプライチェーンを構築し、スピードを持って実行することが可能とな
るというように、スキルマトリクスに掲げられた専門性を、当社役員の総体として兼ね備えることにより、第７次中期経営計画における上記３つの重
点戦略に対応できることとなります。

（補充原則４－１１－１）

上記Ⅰ．【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】３．（４）の《役員指名ポリシー》をご参照ください。

（補充原則４－１１－２）
当社の取締役および監査役の重要な兼職の状況は、社外取締役および社外監査役を含め、毎年定時株主総会招集ご通知、有価証券報告書に
て開示を行っております。なお、兼務の件数については、如何に当社の取締役・監査役として役割・責務に関わることが出来るかという実質的観点
が重要であることから、形式的に件数の制限を設けることはしておりません。事前に取締役会年間開催予定回数を提示したうえで、その出席が可
能になるように調整を行っております。

（補充原則４－１１－３）

当社では、取締役会およびガバナンスの実効性を強化するため、毎年取締役会の実効性評価を実施しております。

2022年度における実施結果の概要につき、以下のとおり開示いたします。

1．2021年度評価において認識した課題について
2022年度は、2021年度評価において課題として認識した取締役会の役割・機能発揮および社外取締役と監査機関との連携に関して取り組んでま
いりました。



具体的には、取締役会の開催時間の延長・報告時間の見直し、および取締役会の各諮問機関による年間活動計画・結果等の報告を行いま
した。また、各監査機関主催の報告会に社外取締役も参加し、報告内容に関する確認や意見交換を行いました。

2．2022年度の実効性評価および分析の方法について
諮問機関であるガバナンス委員会による検討・議論を踏まえ、2022年度では従前のアンケートによる自己評価に加えて、全ての取締役およ
び監査役に対する個別インタビューも実施いたしました。

(1) 実施時期 2022年10～11月

(2) 回答者 取締役および監査役（計14名）

(3) 実施要領

①取締役および監査役に対し、自己評価アンケートを実施
（回答方法：5段階評価およびフリーコメント）

②アンケートの集計

③取締役および監査役に対し、アンケート結果に基づく個別インタビューを実施

④アンケートおよびインタビューの分析

⑤アンケートおよびインタビュー結果に基づきガバナンス委員会で検証・議論

⑥ガバナンス委員会による提言を踏まえ取締役会で審議

(4) アンケートの項目

実効性評価アンケートの大項目は以下のとおりです。

①取締役会の役割・機能
②取締役会の構成・規模
③取締役会の運営
④監査機関との連携
⑤経営陣とのコミュニケーション
⑥株主・投資家とのエンゲージメント
⑦諮問機関（任意の指名委員会・報酬委員会、ガバナンス委員会）

3．評価結果
自己評価アンケートおよび個別インタビューの結果、当社の取締役会および諮問機関では、　社外取締役を中心とした多様な専門性、価値観・視
点を活かしたオープンかつ活発な議論を通じて適切な意思決定を行い、中長期的な企業価値向上に実効的な役割を果たしていることが確認され
ました。加えて、2021年度評価において認識した課題についても、上記1.の取り組みにより改善が進んでいることが分かりました。
一方で、Pigeon Wayの存在意義（Purpose）を実現するために当社が解決すべき重要課題（マテリアリティ）の議論および進捗確認を強化するな
ど、取締役会の実効性をさらに高めるために、取締役会における議論のさらなる活性化に向けた継続的な運営改善をはじめ、今後取り組むべき
課題も確認されました。

4. 今後の取り組み
2022年度評価において認識した課題の中心である取締役会の運営については、重要課題（マテリアリティ）をはじめ議論すべき重要な経営課題を

明確にし、その議論およびその進捗確認を強化していくなど、今後も中長期的な企業価値向上と持続的な成長を図るべく、取締役会の実効性の

維持・向上のために必要となる対応を継続的に検討し、取り組んでまいります。

（補充原則４－１４－２）

取締役および監査役は、期待される役割・責務を適切に果たすため、日本取締役協会、日本監査役協会へ加入して最新の情報収集を行うことに

加え、両協会が主催するセミナーなど各種社外セミナーに参加することによって、各自の職務遂行に必要な知見を得るため研鑽しております。ま

た、特に在任期間の短い取締役を中心に、コーポレートガバナンス、ファイナンスに関するトレーニングに力を入れており、書籍の提供または社内

での勉強会の実施も行っております。

５．株主との対話

（原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針）

当社は、当社ディスクロージャー・ポリシーに則り、株主・投資家の皆様に対して適時的確かつ公平な情報開示に努めております。

ＩＲ担当部署として経営戦略室を、経営戦略本部長を責任者として設置しており、代表取締役社長等が参加する第２四半期および通期の決算説

明会、中期経営計画説明会を開催しております。また、経営内容の透明性、信頼性の一層の向上を目指し、面談の内容や必要に応じてＩＲ部門の

担当取締役のほか、代表取締役社長および社内の各取締役に加え、社外取締役も参加した国内外ＩＲ活動を実施しております。

ＩＲ活動の詳細につきましては下記Ⅲ．の「２．ＩＲに関する活動状況」につきましてもご参照ください。

（補充原則５－２－１）

当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上のために経営資源の最適配分を行うことが重要であると認識しており、事業ポートフォリオを
年１回、本決算確定後の２～３月に開催される取締役会において見直しております。各事業を、①Pigeon Wayの存在意義（存在意義の実現に資

する事業か？）、②経済価値（資本コスト以上の収益創出が可能な事業か？）、③社会価値（社会課題の解決に資する事業か？）の３つの評価軸

を用いて評価し、事業毎に「投資＆成長」「現状維持」「構造改革」「縮小／撤退」の基本スタンスを確認しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 30%以上

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 21,409,400 17.59

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 8,079,600 6.64

5,168,900 4.24

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮＫ　ＣＬＩＥＮＴ　ＯＭＮＩＢＵＳ　ＯＭ０４

3,307,500 2.71ＳＭＢＣ日興証券株式会社

2,951,500 2.42

ＢＮＹＭＳＡＮＶ　ＲＥ　ＭＩＬ　ＲＥ　ＦＩＲＳＴ　ＳＥＮＴＩＥＲ　ＩＮＶＥＳＴＯＲＳ　ＩＣＶＣ　－　ＳＴＥＷＡＲＴ　Ｉ
ＮＶＥＳＴＯＲＳ　ＡＳＩＡ　ＰＡＣＩＦＩＣ　ＬＥＡＤＥＲＳ　ＳＵＳＴＡＩＮＡＢＩＬＩＴＹ　ＦＵＮＤ

2,767,462 2.27

ＲＢＣ　ＩＳＢ　Ｓ／Ａ　ＤＵＢ　ＮＯＮ　ＲＥＳＩＤＥＮＴ／ＴＲＥＡＴＹ　ＲＡＴＥ　ＵＣＩＴＳ－ＣＬＩＥＮＴＳ　ＡＣＣ
ＯＵＮＴ－ＭＩＧ

2,590,485 2.12

ＪＰモルガン証券株式会社



ワイ．エヌ株式会社 2,378,000 1.95

ＢＡＮＱＵＥ　ＤＥ　ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ　－　ＣＬＩＥＮＴ　ＡＣＣＯＵＮＴ 2,112,700 1.73

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

以下の大量保有報告書が公衆の縦覧に供されておりますが、当社として実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」は株主
名簿によっております。

１)モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券株式会社の関係会社である３社から2022年２月22日付で提出され、5,202千株保有している旨が記載されてい
る大量保有報告書（変更報告書）
２)野村證券株式会社およびその関係会社である２社から2022年６月23日付で提出され、11,739千株保有している旨が記載されている大量保有
報告書（変更報告書）
３)株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループの関係会社である８社から2022年11月７日付で提出され、13,544千株保有している旨が記載され
ている大量保有報告書（変更報告書）
４)ベイリー・ギフォード・アンド・カンパニーおよびその関係会社である１社から2022年11月22日付で提出され、10,614千株保有している旨が記載
されている大量保有報告書（変更報告書）
５)三井住友信託銀行株式会社の関係会社である２社から2022年12月６日付で提出され、6,285千株保有している旨が記載されている大量保有
報告書（変更報告書）

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 12 月

業種 その他製品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

当社は親会社および上場子会社は有しておりません。

ＴＨＥ　ＢＡＮＫ　ＯＦ　ＮＥＷ　ＹＯＲＫ　ＭＥＬＬＯＮ　１４００５１ 2,384,700 1.96



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 11 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 10 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 5 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

5 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

新田 孝之 他の会社の出身者

鳩山 玲人 他の会社の出身者

林 千晶 他の会社の出身者

山口 絵理子 他の会社の出身者

三和 裕美子 学者

※ 会社との関係についての選択項目

※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



新田 孝之 ○

独立役員に指定しております。

（重要な兼職の状況）

みさき投資株式会社パートナー

経営コンサルティング会社および投資運用会
社における豊富な経験で培った企業経営に関
する高い知見を有しており、社外取締役として
、当該知見をもって、投資家の視点に基づき当
社の経営戦略に関する有益な助言・提言の実
施といった役割を果たしていただいていること
から、社外取締役に選任いたしました。

さらに、上場管理等に関するガイドライン３-５.（
３）の２に規定する要件および有価証券上場規
程施行規則第211条第４項第６号等に規定する
要件に該当せず、一般株主と利益相反が生じ
るおそれはないと判断されることから独立役員
に指定しております。

鳩山 玲人 ○

鳩山氏の重要な兼職先であるトランス・コ
スモス㈱と当社の間において取引があり
ますが、その取引額は年間176百万円（20
21年12月期）と当社の連結売上高の１％
未満であるため、同氏と一般株主との利
益相反が生じるおそれはないと判断され
ることから独立役員に指定しております。

（重要な兼職の状況）

株式会社鳩山総合研究所代表取締役

トランス・コスモス株式会社社外取締役

Zホールディングス株式会社社外取締役・
監査等委員

事業会社における海外事業戦略とその実行に
あたってのマネジメント、コーポレートガバナン
ス等に関して豊富な経験と高い知見を有してお
り、社外取締役として、当該知見を活かした当
社の経営戦略に対する有益な助言・提言の実
施といった役割を果たしていただいていること
から、社外取締役に選任いたしました。

さらに、上場管理等に関するガイドライン３-５.（
３）の２に規定する要件および有価証券上場規
程施行規則第211条第４項第６号等に規定する
要件に該当せず、一般株主と利益相反が生じ
るおそれはないと判断されることから独立役員
に指定しております。

林 千晶 ○

林氏の重要な兼職先である㈱ロフトワー
クと当社の間において取引がありますが、
その取引額は年間１百万円（2021年12月
期）と当社の連結売上高の１％未満であ
るため、同氏と一般株主との利益相反が
生じるおそれはないと判断されることから
独立役員に指定しております。
（重要な兼職の状況）
株式会社Q0代表取締役社長
株式会社ロフトワーク取締役
株式会社飛騨の森でクマは踊る取締役会
長
株式会社ジンズホールディングス社外取
締役

各種デザイン・プロジェクトを手がける株式会社
ロフトワークを起業し、豊富なプロジェクト（Web
、空間、コミュニティー、ビジネス等）のマネジメ
ント経験を有しております。また、素材の新たな
可能性を探求する「MTRL」（クリエーターとメー
カーのためのプラットフォーム）の活動に積極
的に携わり、さらには、MITメディアラボの所長
補佐を務めるなど共創的ものづくりの豊富な経
験を有し、ものづくりに関する数々の受賞歴も
有しております。起業家として事業を牽引する
一方、経産省の産業構造審議会をはじめとす
る各委員会で委員も務めており、社外取締役と
して、これらの豊富な見識と経験を活かし、Desi
gn Driven companyを掲げる当社の製品開発分

野等業務執行への有益な助言・提言の実施と
いった役割を果たしていただいていることから、
社外取締役に選任いたしました。

さらに、上場管理等に関するガイドライン３-５.（
３）の２に規定する要件および有価証券上場規
程施行規則第211条第４項第６号等に規定する
要件に該当せず、一般株主と利益相反が生じ
るおそれはないと判断されることから独立役員
に指定しております。

山口 絵理子 ○

独立役員に指定しております。

（重要な兼職の状況）

株式会社マザーハウス代表取締役社長

MATRIGHOR Limited.取締役社長

瑪利嘉股份有限公司取締役

「途上国から世界に通用するブランドをつくる」
を理念に株式会社マザーハウスを設立し、一
貫して「本当にお客様が満足して頂けるもの作
りを途上国で行う」ことを目指した事業を展開し
ております。また、当事業経営に加え、商品デ
ザインの責任者として事業を牽引し、開発途上
国における天然素材の可能性を追求するブラ
ンド創りから現地生産を展開し、地域を豊かに
することで消費活動に循環させる活動を行い、
世界で活躍する女性起業家として国内外の様
々な受賞歴を有しております。社外取締役とし
て、これらの豊富な経験と高度な知見を活かし
、海外事業のさらなる飛躍を目指してDesign Dr

iven companyを掲げる当社の経営戦略等業務

執行への有益な助言・提言の実施といった役
割を果たしていただいていることから、社外取
締役に選任いたしました。

さらに、上場管理等に関するガイドライン３-５.（
３）の２に規定する要件および有価証券上場規
程施行規則第211条第４項第６号等に規定する
要件に該当せず、一般株主と利益相反が生じ
るおそれはないと判断されることから独立役員
に指定しております。



三和 裕美子 ○

独立役員に指定しております。

（重要な兼職の状況）

明治大学商学部専任教授

全国市町村職員共済組合連合会資金運
用委員

エーザイ株式会社社外取締役

地方職員共済組合年金資産運用検討委
員会委員

機関投資家の発展とコーポレートガバナンス、
機関投資家のエンゲージメント、ESG投資に関
わる研究を進めており、ESGおよびコーポレー
トガバナンスの専門家であります。また財務・会
計に関する知見も有しており、これらの分野を
中心とした経営に関する高い見識と監督能力
を有しております。当社取締役会を多様な専門
性・経験等を有する取締役により構成すること
を考慮するとともに、同氏の経歴、専門性およ
び能力から社外取締役として当社の経営戦略
およびコーポレートガバナンスの向上に対する
有益な助言・提言の実施といった役割を果たし
ていただける人材であると判断し、社外取締役
に選任いたしました。

さらに、上場管理等に関するガイドライン３-５.（
３）の２に規定する要件および有価証券上場規
程施行規則第211条第４項第６号等に規定する
要件に該当せず、一般株主と利益相反が生じ
るおそれはないと判断されることから独立役員
に指定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員（

名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名委員会 5 0 2 3 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬委員会 5 0 2 3 0 0
社外取
締役

補足説明

　当社は、2018年12月３日開催の取締役会において任意の報酬委員会を、2019年９月２日開催の取締役会において任意の指名委員会を、各々
設置することを決議しました。いずれも、取締役会の諮問機関として、委員の過半数を独立社外取締役とし、かつ、委員長を独立社外取締役とす
る任意の委員会であります。各委員会の開催要領その他の詳細につきましては、上記Ⅰ．【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示
】３．（３）の《役員報酬ポリシー》および同（４）の《役員指名ポリシー》をご参照ください。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役、内部監査部門および会計監査人は、定期的な報告会のほか必要に応じて随時情報・意見交換を行うなど、相互の連携を図っております
。

社外監査役２名を含む４名の監査役会は、監査の方針、業務の分担等に従い、取締役会等重要会議への出席、取締役からの聴取や重要決議書
類等の閲覧、業務および財産の状況の調査等により厳正な監査を実施しております。また、代表取締役と定期的にミーティングを行い、会社の重
要な課題等について報告を受けるとともに、社内から聴取した情報等について、監査役からフィードバックをするなど意見交換を行っております。
また、内部監査部門として社長直轄の独立組織である監査室（７名）を設置し、毎年、当社および国内外のグループ会社を対象としたリスクアプロ
ーチに基づく監査計画を立案し内部監査を実施しており、実施にあたっては業務の有効性ならびに効率性、財務報告の信頼性、コンプライアンス
および資産保全を主な観点としております。監査結果については、すべての取締役および監査役に報告され、改善提言およびフォローアップを実
施しております。



社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

大津　広一 他の会社の出身者 △

太子堂　厚子 弁護士

※ 会社との関係についての選択項目

※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

大津　広一 ○

大津氏は早稲田大学大学院経営管理研
究科非常勤講師であり、当社は同大学に
対して年間２百万円（2019年１月期実績）
の寄付を行っておりましたが、上記のとお
り年間の寄付金額は僅少であるため、同
氏と一般株主との利益相反が生じるおそ
れはないと判断されることから独立役員に
指定しております。
（重要な兼職の状況）
株式会社オオツ・インターナショナル代表
取締役社長
ビジネス・ブレークスルー大学大学院客員
教授

会計・財務領域における高い専門性と先見性
のある深い知見および高所大所からの経営に
関する提案・提言経験やコーポレート・ファイナ
ンス領域に関する諸教育機関の講師経験を豊
富に有しており、これらの高い専門性および豊
富な知見・経験に基づく助言・提言を通じて、現
在、社外監査役としての職務を適切に遂行して
いただいていることから社外監査役に選任いた
しました。 上場管理等に関するガイドライン３-５

.（３）の２に規定する要件および有価証券上場
規程施行規則第211条第４項第６号等に規定
する要件のうち、有価証券上場規程施行規則
第211条第４項第６号ｊに該当しているものの、
左記のとおり僅少であり、一般株主と利益相反
が生じるおそれはないと判断されることから独
立役員に指定しております。



太子堂　厚子

太子堂氏は、上場管理等に関するガイド
ライン３-５.（３）の２に規定する要件および
有価証券上場規程施行規則第211条第４
項第６号等に規定する要件に該当せず、
同氏と一般株主との間に利益相反を生じ
るおそれがないと判断しておりますが、同
氏の所属する森・濱田松本法律事務所の
ルールに従い、独立役員として指定、届け
出は行っておりません。
（重要な兼職の状況）
森・濱田松本法律事務所パートナー
JCOM株式会社社外監査役
株式会社T&Dホールディングス社外取締
役・監査等委員

弁護士としての高い専門的知見および、グロー
バルな企業経営における様々なリスクに関する
高い見識ならびに特にコーポレートガバナンス
、内部統制分野に関して弁護士として、多くの
企業経営の問題解決に関与された豊富な経験
を有しており、これらの高い専門性および豊富
な知見・経験に基づいた助言・提言を通じて、
現在、社外監査役としての職務を適切に遂行し
ていただいていることから社外監査役に選任い
たしました。

【独立役員関係】

独立役員の人数 6 名

その他独立役員に関する事項

2021年12月期（2021年１月１日～2021年12月31日）における主な活動は以下のとおりです。

新田 孝之

当事業年度に開催された取締役会７回、任意の報酬委員会３回および任意の指名委員会５回すべてに出席しました。新田氏には、主に、投資運
用会社等における経験で培った企業経営に関する高い知見をもって、投資家の視点に基づき当社の経営戦略に関する有益な助言・提言の実施
といった役割が期待されているところ、取締役会等における事業内容への意見や質問は当該知見に基づき行われ、社外取締役として期待される
役割を適切に果たしております。加えて、任意の報酬委員会および任意の指名委員会の委員長として、役員の報酬および指名に関して独立かつ
客観的な立場から意見を述べるとともに、名委員の意見をまとめ、委員長としての責務を果たしております。

鳩山 玲人

当事業年度に開催された取締役会７回およびガバナンス委員会６回すべてに出席しました。鳩山氏には、主に、事業会社でのグローバルな事業
戦略およびコーポレートガバナンス等に関する豊富な知識と経験を活かした有益な助言・提言の実施といった役割が期待されているところ、取締
役会等における事業内容への意見や質問は当該知見に基づき行われ、社外取締役として期待される役割を適切に果たしております。加えて、ガ
バナンス委員会の委員長として、上記の知識および経験に基づいてコーポレートガバナンスの向上につながる意見を述べるとともに、各委員の意
見をまとめ、委員長としての責務を果たしております。

林 千晶

当事業年度に開催された取締役会７回およびガバナンス委員会６回すべてに出席しました。林氏には、主に、事業会社の経営経験およびデザイ
ン・ものづくりの豊富な知識と経験を活かした業務執行への有益な助言・提言の実施といった役割が期待されているところ、取締役会等における
事業内容への意見や質問は当該知見に基づき行われ、社外取締役として期待される役割を適切に果たしております。加えて、ガバナンス委員会
においても、上記の知識および経験に基づいてコーポレートガバナンスの向上につながる意見を述べております。

山口 絵理子

当事業年度に開催された取締役会７回のうち６回に、任意の報酬委員会３回および任意の指名委員会５回すべてに出席しました。山口氏には、
主に、開発途上国におけるものづくり・ブランド創りを目指した事業展開による豊富な経験を通じて培われた高度な知見を活かした業務執行への
有益な助言・提言の実施といった役割が期待されているところ、取締役会等における事業内容への意見や質問は当該知見に基づき行われ、社外
取締役として期待される役割を適切に果たしております。加えて、任意の報酬委員会および任意の指名委員会においても、役員の報酬および指
名に関して独立かつ客観的な立場から意見を述べております。

三和 裕美子

2022年３月30日開催の当社第65期定時株主総会において社外取締役に選任され、就任いたしました。

大津 広一

当事業年度に開催された取締役会７回および監査役会８回すべてに、ガバナンス委員会６回のうち５回に出席しました。また、当社およびグルー
プ会社の監査に関する報告等を受ける中で、会計・財務領域に軸足を置いた経営コンサルティングおよび諸教育機関における教授・講師経験を
活かして意見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。加えて、ガバナンス委員会に
おいても、上記の豊富な経験に基づいてコーポレートガバナンスの向上につながる意見を述べております。

太子堂 厚子

当事業年度に開催された取締役会７回、監査役会８回およびガバナンス委員会６回すべてに出席しました。また、当社およびグループ会社の監査
に関する報告等を受ける中で、主に弁護士としての専門的見地から意見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための
助言・提言を行っております。加えて、ガバナンス委員会においても、弁護士としての知識および経験に基づいてコーポレートガバナンスの向上に
つながる意見を述べております。

（注）当事業年度において、取締役会および任意の報酬委員会は、上記の開催回数のほか、以下のとおり書面決議を行っております。

　　　取締役会　１回／任意の報酬委員会　１回

【インセンティブ関係】



取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

　当社は、当社の取締役（社外取締役を除く）を対象とする短期業績に連動するインセンティブ報酬としての「賞与」、中長期業績に連動するインセ
ンティブ報酬としての「株式報酬」制度を導入しております。当該制度の詳細につきましては、下記の「報酬の額又はその算定方法の決定方針の
開示内容」および上記Ⅰ．【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】３．（３）の《役員報酬ポリシー》をご参照ください。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

該当項目に関する補足説明

第65期（2021年12月期）における当社の取締役に支払った報酬等の総額は以下のとおりであり、事業報告および有価証券報告書において開示し
ております。

取締役12名 548百万円（うち社外取締役５名 62百万円）

また、報酬総額が１億円以上である取締役は、有価証券報告書において、個別開示を行っております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

詳細につきましては上記Ⅰ．【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】３．（３）の《役員報酬ポリシー》をご参照ください。なお、取締
役に対する退職慰労金制度につきましては、2019年４月25日開催の第62期定時株主総会終結の時をもって廃止いたしました。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役に対しては、取締役会の議事内容に関わる資料を事前に送付し、必要に応じて、取締役会の事務局である経営企画本部または担当
部門から説明を行っております。

社外監査役に対しては、監査役会等の機会や必要に応じて、常勤監査役から、経営会議の議事内容、内部監査報告会の内容等について説明を
行っております。

なお、当社の社内規程において、監査役が監査役の職務を補助すべき使用人を取締役会に要請できる旨が規定されております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 0 名



その他の事項

当社では代表取締役を退任した後も業界団体の役員として業務を遂行することなどもあり有期（２年間）・非常勤での顧問制度がございましたが、
当該制度廃止に伴って、2019年４月25日開催の第62期定時株主総会終結の時をもって退任いたしました元代表取締役とは顧問契約を締結して
おりません。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

（１）経営体制の概要および人員構成

当社は、監査役会設置会社制度を採用し、監査役による厳格な適法性監査をコンプライアンス経営の基礎としております。現在の主たる経営体制
（会議体）は、代表取締役会長を議長とし独立社外取締役５名を含む10名（男性７名、女性３名／日本国籍９名、外国籍１名）で構成される取締役
会、社外監査役２名を含む４名（男性３名、女性１名／日本国籍４名）で構成される監査役会、代表取締役社長を議長とし業務執行取締役および
常勤監査役で構成される経営会議であり、各会議体の構成員のダイバーシティ拡充にも努めております。また、当社は委任型執行役員制度を導
入し、経営の意思決定・監督（ガバナンス）と業務執行との相互連携および取締役の業務執行責任の明確化を図っております。

（２）取締役会および諮問機関

取締役会は、取締役および執行役員の職務の執行を監督する権限のもと、法令、定款および取締役会規則に定めた事項（経営目標、経営戦略な
ど重要な事業執行戦略）についての決定を行っております。同会では、社外取締役および監査役の活発な意見を引き出す運営を行うことで、業務
執行の監督機能を強化しております。また、取締役会の諮問機関として、任意の指名委員会および報酬委員会に加え、当社を中心としたピジョン
グループにおけるコーポレートガバナンスのさらなる強化を目的として独立社外取締役を委員長とし、委員の過半数を社外取締役および社外監査
役とするガバナンス委員会も2021年に設置し、活動しております。なお、ガバナンス委員会は、社外取締役：鳩山玲人氏を委員長とし、代表取締役
会長：山下茂氏、代表取締役社長：北澤憲政氏、取締役専務執行役員：板倉正氏、社外取締役：林千晶氏、社外監査役：大津広一氏、社外監査
役：太子堂厚子氏を委員として構成されます。

（３）経営会議

代表取締役社長を議長とする経営会議を原則として毎週開催し、現場に立脚した視点で課題の早期解決を図っております。本会議には監査役も
出席し、意見を述べるなど監督機能の充実に努めております。

（４）監査部門

１）社外監査役２名を含む４名の監査役は、取締役会だけでなく、現場に立脚した視点に基づく課題の早期解決を目的とする経営会議にも出席し、
意見を述べるなど監督機能の充実に努め、かつ、監査の方針、業務の分担等に従い、取締役会等重要会議への出席、取締役からの聴取や重要
決議書類等の閲覧、業務および財産の状況の調査等により、厳正な監査を実施しております。また、代表取締役社長と定期的にミーティングを行
い、会社の重要な課題等についての報告を受けるとともに率直な意見交換も行っております。

２）監査役、監査室および会計監査人は、定期的な報告会のほかに必要に応じて随時情報交換、意見交換を行うなど、相互に連携を図っておりま
す。当社第65期（2021年12月期）の会計監査業務を執行した公認会計士は業務執行社員の塩谷岳志氏および鵜飼千恵氏であり、ＰｗＣあらた有
限責任監査法人に所属しております。

３）内部監査機能として、内部監査部門として社長直轄の独立組織である監査室（７名）を設置し、毎年、当社および国内外のグループ会社を対象
としたリスクアプローチに基づく監査計画を立案し内部監査を実施しており、実施にあたっては業務の有効性ならびに効率性、財務報告の信頼性
、コンプライアンスおよび資産保全を主な観点としております。監査結果については、すべての取締役および監査役に報告され、改善提言およびフ
ォローアップを実施しております。

（５）役員の責任限定

当社は、取締役（業務執行取締役を除く。）および監査役との間において、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の賠償責
任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく取締役（業務執行取締役を除く。）および社外監査役の損害賠償責任の限度額は、会社
法第425条第１項各号に定める金額の合計額です。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、上場以来、取締役会と監査役会を中心とする現在の経営形態のもと、社外取締役の選任・増員、取締役会の諮問機関としての任意の指
名委員会および報酬委員会、ガバナンス委員会の設置を進めることで、コーポレートガバナンスの向上を図ってまいりました。今日に至るまでこの
コーポレートガバナンス体制で順調に業績を伸ばしてまいりましたので、この体制は効果的に機能しており、現在においても選択するのが適当で
あると考えております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 株主総会開催３週間前に発送しております。

電磁的方法による議決権の行使
パソコン、スマートフォンまたは携帯電話から、当社が指定する株主名簿管理人の議決権
行使サイトにて議決権を行使できる環境を整えております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

機関投資家の議決権行使の環境向上を図るために、株式会社ＩＣＪが運営する機関投資
家向け議決権電子行使プラットフォームに参加しております。

招集通知（要約）の英文での提供 当社のコーポレートおよび東京証券取引所のホームページに掲載しております。

その他

株主総会開催の約１か月前に当社のコーポレートサイトおよび東京証券取引所のホーム
ページに招集通知(日本語・英語）を掲載し、当社コーポレートサイトにおいて議決権行使
結果(日本語・英語）を開示しております。

また、信託銀行等の名義で当社株式を保有する投資家が株主総会に出席することを希望
する場合には、予め所定の手続きを経ることで、株主総会会場内で傍聴いただけます。な
お、所定の手続きにつきましては、当社コーポレートサイトにおいて開示しております。

さらに、株主総会開催時間中の手話通訳対応、臨時託児所の設置など、より多くの株主
の皆様に参加いただける株主総会運営を行っております。

なお、2022年３月30日開催の第65期定時株主総会では、昨年に引き続き、当日ご来場さ
れない株主の皆様にも株主総会の様子をご覧いただけるよう、インターネットによるライブ
配信も実施いたしました。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
当社コーポレートサイトにてディスクロージャー・ポリシーを掲載しております。
以下URLをご参照ください。

https://www.pigeon.co.jp/ir/management/disclosure/

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

決算説明会は第２四半期および期末決算時の年２回代表取締役社長参加に
て実施しております。また、第１四半期および第３四半期についても電話会議
を開催し、決算の説明・質疑応答を行っております。加えて、スモールミーティ
ングや個別ミーティングは随時実施しており、代表取締役社長が参加しており
ます。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
年に数回、国内外において証券会社主催のカンファレンスに参加しており、代
表取締役社長が同席する場合もあります。

あり

IR資料のホームページ掲載

当社のコーポレートサイトにはＩＲサイトを作成し、日本語(https://www.pigeon.c
o.jp/ir/)および英語(https://www.pigeon.com/ir/)にてＩＲ資料を開示しておりま
す。

ＩＲ資料として、決算短信、決算説明会資料、統合報告書、ファクトブック、決算
情報以外の適時開示資料、有価証券報告書、四半期報告書、株主総会招集
通知、本報告書等を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置
経営戦略室を設置しＩＲ活動を推進しております。責任者は執行役員経営戦略
本部長が担当しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況



補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は、コンプライアンス（法令および企業倫理の遵守）経営を実践するための普遍的な
企業倫理指針を定め、その中に明記しております。

＜企業倫理指針＞

１．ピジョンは、Pigeon Wayのもと、企業活動のあらゆる場面において、常に高い倫理観を

もち、コンプライアンス重視の経営を推進し、企業としての社会責任を果たします。

２．ピジョンはお客様の喜び、幸せ、感動を追求して、安全、有用、高品質な商品およびサ
ービスを提供し、持続可能な経済成長と社会課題の解決を図ります。

３．ピジョンは、地域社会の文化を尊重し、社会との調和を図り、良き企業市民として、広く
社会貢献を推進します。

４．ピジョンは、あらゆる企業活動において、限りのある地球環境に配慮し、環境対策に積
極的に取り組みます。

５．ピジョンはすべての企業活動において、すべての人々の人権を尊重した行動をします。

６．ピジョンは、いかなるときも社員の多様性・個性を尊重し、健康と安全に配慮した働きや
すい職場環境を提供します。また、自己実現できる、働き甲斐のある職場を実現します。

７．ピジョンは、健全な成長のため、企業活動において公正かつ自由な競争ならびに適正
な取引、責任ある調達を行います。また、政治、行政と健全な関係を保ちます。

８．ピジョンは、企業情報を適切に管理・活用し、効率的な経営を推進します。

９．ピジョンは、あらゆるステークホルダーと建設的対話を継続し、ステークホルダーからの
声を商品・サービスの改良または開発および企業価値の向上に活かすとともに、企業情報
を積極的かつ適時・適切、公正に開示します。

１０．ピジョンは、この企業倫理綱領を全社一体となって実現し、そのための実効性のある
コーポレートガバナンスを構築し、維持し、発展させます。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

ピジョングループでは多くの事業所および関連会社にてISO-14001（環境マネジメントシステ
ム）を認証取得し、「環境活動」を単に一時的な環境負荷低減活動としてだけでなく、ＰＤＣ
Ａによるスパイラルアップを前提としたマネジメントシステムとして取り組んでおります（2020
年全工場の取得完了）。国内においては筑波事業所およびピジョンホームプロダクツ（株）
、ピジョンマニュファクチャリング兵庫（株）、ピジョンマニュファクチャリング茨城（株）、海外
においてはPIGEON MANUFACTURING（SHANGHAI）CO.,LTD.、PIGEON INDUSTRIES（CH

ANGZHOU）CO., LTD.、PIGEON INDUSTRIES（THAILAND）CO., LTD.、THAI PIGEON CO.,L

TD.、PIGEON INDIA PVT. LTD.、PT PIGEON INDONESIAおよびLANSINOH LABORATORI

ES MEDICAL DEVICES DESIGN INDUSTRY AND COMMERCE LTD.CO.がISO-14001を認

証取得しております。

さらに、1986年から毎年継続して「赤ちゃん誕生記念育樹キャンペーン」を実施しており、こ
れまでに15万本以上の木を植えてまいりました。この活動は親子の一生の思い出作りをお
手伝いするのみならず、森林保護による環境保全の一助にもなり、同時に地球環境保全
の啓蒙活動にもささやかながら貢献しているものと考えております。

サステナビリティに関する様々な情報は、当社のコーポレートサイトで公開しています。

サステナビリティ： https://www.pigeon.co.jp/sustainability/

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

上記の企業倫理指針のもとに定められた行動規範において、以下のとおり、ステークホル
ダーに対する情報提供に関する当社の姿勢を明記しております。

・情報の開示は、会社法、金融商品取引法をはじめ関係規則を遵守し、適時・適切に行い
ます。

・当社が保有する企業機密や契約によって秘密保持義務が課されている情報を除き、ステ
ークホルダーに対し、正確でタイムリーな開示に努め、企業活動の透明性を維持します。

・広報活動を通じて常に社会とのよきコミュニケーションを図るとともに、開示した情報に対
する批判・意見等は真摯に受け止めて企業活動に生かします。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、会社法および会社法施行規則に基づき、以下のとおり、内部統制システム構築に関する基本方針を決定しております。

（１）当社の取締役および従業員ならびに子会社の取締役等および従業員の職務執行が、令・定款に適合することを確保するための体制

１）当社は社是「愛を生むは愛のみ」および経営理念「愛」のもと「存在意義」「基本となる価値観」「行動原則」「ビジョン」からなる「Pigeon Way」を策

定している。その心と行動の拠り所に基づき企業倫理指針と行動規範からなる企業倫理綱領等のコンプライアンス関連規程を定め、当社グルー
プの役員および従業員が法令はもとよりすべての社会規範およびその精神を遵守し、高い倫理観をもって行動するための規範として位置付けて
いる。

２）当社グループにおけるコンプライアンスないしコンプライアンスに対するリスクを横断的に統括するため、GHO (Global Head Office) 担当取締役

を委員長とするリスクマネジメント委員会（案件の内容や性質に応じ、外部弁護士を含む）を設置し、コンプライアンス上の課題を審議するとともに
問題点の把握に努める。

３）社内通報制度として「スピークアップ窓口」、取引先通報制度として「ピジョン・パートナーズライン」を設置し、不正行為の早期発見を図る。社内
外で問題が発見された場合には、連絡・相談者の保護に十分配慮したうえで、リスクマネジメント委員会にて対応を検討し、事実関係の調査を実
施する。なお、当該内容は、上位会議（経営会議または取締役会）に報告されるものとする。

４）反社会的勢力との関係排除を行動規範に定め、教育・研修を実施するとともに、不当要求防止責任者の選任など実践的運用のための社内体
制を整備し徹底する。

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理規程およびIT管理規程に従い文書または電磁的媒体に記録し保存する。取締役および監
査役は、これらの文書等を常時閲覧できるものとする。

（３）当社および子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

１）当社グループのリスクマネジメント対応を体系的に定めるリスクマネジメント規程に基づき、代表取締役社長のもとに、GHO担当取締役を委員
長とするGHOリスクマネジメント委員会を設置する。同委員会は、事業セグメント（日本事業、中国事業、シンガポール事業、ランシノ事業）から集
約したリスク情報を中核とする当社グループ全体のリスク情報を網羅的に収集し、分析・評価し、自らまたは事業セグメントを通じて、対応策を検討
・実施する。加えて、GHOリスクマネジメント委員会のもとに、事業セグメント毎に、各事業セグメントの統括責任者を委員長とするリスクマネジメント
委員会を設置する。同委員会は、各々の事業セグメントに係るリスク情報を、同セグメント下の子会社に係るリスク情報をも含め、収集し、分析・評
価し、対応策を検討・実施する。

２）当社グループは、リスクカテゴリを「事業リスク」「財務リスク」「ハザードリスク」「コンプライアンスリスク」とし、上記１）の通りリスク情報の収集、
分析・評価、対応策の検討・実施を行う。

３）内部監査部門は、経営戦略担当部門、経理財務担当部門、法務担当部門および人事総務担当部門と連携して、各部門および子会社のリスク
管理の状況を監査する。

４）大規模災害等、当社グループに対する危機が生じた場合には、リスクマネジメント規程ないし事業継続計画（BCP）に基づき速やかにリスクマネ
ジメント委員会を開催し、損失の極小化および復旧に向けて対応する。

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための体制

１）中期経営計画および単年度の経営計画の策定により、会社として達成すべき目標を明確化し、経営の最重要課題を確実に実行する。

２）取締役会は、経営の意思決定を合理的かつ効率的に行うとともに、会社は、経営戦略に対する助言と意思決定の客観性およびコーポレートガ
バナンスの向上を目的として社外取締役を選任する。さらに社外取締役による問題提起を含め社内外の取締役および監査役の活発な意見を引
き出す運営を行い、業務執行の管理監督機能を強化する。また、委任型執行役員制度および執行役員制度により経営の意思決定・監督機能と業
務執行の相互連携を図るとともに取締役の執行責任を明確化する。

３）取締役会の機能を強化、充実させるため、全常勤取締役が出席する経営会議を原則として毎週開催し、業務執行および重要施策の意思決定
を機動的に行うことにより課題の早期解決を図る。

（５）当社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

１）当社は、職務分掌・権限規程を定めて各部署の職務範囲および各職務の承認プロセスを明確にし、当該規程に基づいて取締役および従業員
は業務を遂行する。また、グループ会社管理規程において当社子会社の当社への承認事項および報告事項を定め、当社子会社は当該規程に基
づいて必要となる当社からの承認または当社への報告を経たうえで業務を遂行する。

２）本部長は、主管する子会社の取締役に対し業務執行状況を適宜確認し、四半期ごとに子会社の業績および業務執行状況を当社の取締役会
に報告する。

３）監査役は、定期的に子会社取締役による業務執行状況を監査するほか、子会社監査役との連携により内部統制の整備および運用状況を監
視する。なお、当社および子会社の監査役は必要に応じて監査役連絡会を実施する。

４）内部監査部門は、当社グループ全体の業務執行の適法性、効率性の実施状況を監査する。

５）財務報告の信頼性および適正性を確保するため、当社およびグループ会社は金融商品取引法の定めに従い、健全な内部統制環境の確保に
努め、全社レベルで統制活動を強化し、有効かつ正当な評価ができるよう内部統制システムを構築し、適切な運用に努める。

（６）監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関する事項ならびにその従業員の取締役からの独立
性および監査役の指示の実効性に関する事項

監査役の求めに応じて補助者を置くものとし、補助者を置いた場合の当該補助者の人事については監査役の意見を尊重する。また、監査役の補
助者への指示は取締役から独立して行われるものとし、補助者は監査役の指示に基づきその業務を行う。

（７）当社の取締役および従業員ならびに子会社の取締役・監査役等および従業員が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に
関する体制

１）取締役および従業員は、監査役に対して、法定の事項以外に当社および当社グループに重大な影響をおよぼす事項、内部監査の状況、スピ
ークアップ窓口による通報状況をすみやかに報告する。

２）監査役は、取締役会のみならず経営会議に出席し、審議事項に関して必要があるとき、または求めに応じて意見を述べることができる。

３）取締役会および経営会議の議事の経過の要領および結果は、都度、経営戦略担当部門より監査役に通知される。

４）当社の取締役および従業員ならびに子会社の取締役・監査役等および従業員またはこれらの者から報告を受けた者は、当社グループに著し
い影響を及ぼす事項、当社グループに著しい損害を及ぼす事項またはコンプライアンス上重要な事項について、スピークアップ窓口を通じて直接
監査役に報告することができる。なお、報告者に対して不利益な取り扱いを行わないものとする。



５）会社は、監査役または監査役会から監査役の職務の執行について生じた合理的な費用または償還の請求があった場合はすみやかに処理を
するものとする。

（８）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

社外監査役には主に公認会計士または弁護士等の財務、法務など企業活動に対する見識豊富な人材を登用し、監査役監査の環境充実を図ると
ともに、内部監査部門との連携により適切で効果的な監査業務の遂行を図る。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　反社会的勢力との関係排除を行動規範に定め、教育・研修を実施するとともに、不当要求防止責任者の選任など実践的運用のための社内体制
を整備し徹底しております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

　当社は、2008年３月６日開催の取締役会において、当社の企業価値および株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、当社の会社の
支配に関する基本方針（以下「本基本方針」といいます）を定め、本基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定
が支配されることを防止するための取り組みの一つとして、2008年４月28日開催の第51期定時株主総会の決議により承認を得て、「当社株式の
大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいます）を導入しておりましたが、法制度の改正等により株式の大規模買付
行為に関する手続が一部整備された状況も勘案し、中期経営計画を着実に実行していくことこそが、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の
確保・向上につながるものと判断し、2011年３月７日開催の取締役会の決議により、2011年４月27日開催の第54期定時株主総会終結の時をもっ
て本基本方針を廃止し、本プランは有効期限が満了いたしました。

なお、当社は、本プランの有効期間満了後も引き続き、当社株式の取引や異動の状況を把握し、万一大規模買付行為を行う者（以下「大規模買
付者」といいます）が出現した場合、当社の社外監査役および社外専門家等の意見等を慎重に考慮のうえ、当該大規模買付者の提案内容の評価
を行い、必要に応じて当該大規模買付者との交渉を行うものとしております。さらに、もしすみやかな措置を講じなければ、当社の企業価値および
株主共同の利益を毀損する恐れがあると合理的に判断されるときには、株主の皆様から経営を負託された当社取締役会の当然の責務として、大
規模買付者に対して情報開示を積極的に求め、株主の皆様が適切な判断を行うための情報と時間の確保に努めるとともに、必要に応じて会社法
、金融商品取引法その他関係法令の許容する範囲内において最も適切と考えられる具体的な対抗策の要否および内容等をすみやかに決定し、
実行する措置を講じることにより、当社の企業価値および株主共同の利益の確保に努めてまいります。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

■内部統制システムの整備の状況

当社は、2006年５月22日開催の取締役会において、会社法および会社法施行規則に基づき、取締役の職務の執行が法令および定款に適合する
ことを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム基本方針）について決議いたしました。当社取締
役会は、本方針について適宜見直しを行い継続的な改善を図っております。また、金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制の構築およ
びその他の対応については、監査室および経理財務本部その他関係部門が連携して活動しております。

■リスク管理体制の整備の状況

当社グループのリスクマネジメントは、代表取締役社長のもとに、当社グループ全体のリスクを管理する、GHO担当取締役を議長とする「GHOリス
クマネジメント委員会」、および各事業部門のリスクを管理する、各事業部門長を議長とする「リスクマネジメント委員会」により運営されております
。また、大規模災害等、当社グループに対する危機が生じた場合には、損失の極小化および復旧に向けて対応するために、両リスクマネジメント
委員会が連携してすみやかに対応策を検討・実施できるよう体制を構築しております。リスクマネジメント委員会は、必要に応じて開催され、同委
員会で識別・評価されたさまざまなリスクの内容およびその対応策は、GHOリスクマネジメント委員会で集約して毎年経営会議ないし取締役会へ
報告されます。

■コンプライアンス

当社グループでは、私たちの“心”と“行動”の拠り所であり、すべての活動の基本となる「Pigeon Way」に則り、ピジョンが社会から信頼・支持され

る企業であり続けるために常にもつべき倫理観である企業倫理指針と社員一人ひとりが企業倫理指針を様々な企業活動の中で具体化していく

うえでのガイドラインである行動規範から成る、コンプライアンスの基本方針である「企業倫理綱領」を定めております。この企業倫理綱領は、ピ

ジョンが企業活動においてコンプライアンスを実践するうえで関係するすべてのステークホルダーから信頼・支持を得るための指針となるもので

す。社員一人ひとりが「Pigeon Way」およびコンプライアンスへの取り組みを強く意識していくためには、企業の理念と経営者の価値観を当社グ

ループの全社員に伝え続けることが重要であると考え、代表取締役はじめ役員全員が率先垂範してその精神の徹底を図ることとしております。な
お、特にリスクの高い「贈収賄・腐敗防止」「競争法遵守」「情報管理」の３分野については、具体的なとるべき行動および必要な体制や仕組みを示

す「コンプライアンスポリシー」を定めております。

コンプライアンスの教育については、企業倫理綱領等を題材として、e-ラーニング等の研修を当社および国内・海外グループ各社において実施す
ることにより、当社グループ全社員に対するコンプライアンスの浸透を図っております。さらに、独占禁止法、景品表示法など当社グループの事業
に関する法律やハラスメントなどコンプライアンス概論、その他日常の業務に関係して発生すると思われるコンプライアンスに関する内容を取り上
げ、その理解を通じてコンプライアンスへの取り組みを意識してもらう目的で、当社および国内グループ全社員に「ピジョンコンプライアンス通信」を
月１回配信しております。2021年のコンプライアンス研修では、当社グループのすべての社員に対して、コンプライアンスの重要性を代表取締役社
長からの動画メッセージで伝えたほか、Pigeon Wayや企業倫理綱領（腐敗防止や競争法の遵守を含む）、スピークアップ窓口について、独自の資

料を元に説明し、社員が日常業務において身に付けておくべきコンプライアンスの浸透を図りました。研修後には受講者へのアンケートを行い、内
容の改善に活かしております。
内部通報制度については、「スピークアップ窓口」（ピジョングループ社員用、窓口は常勤監査役、法務部、顧問弁護士の３つ）、「ピジョン・パートナ
ーズライン」（お取引先様等用、窓口は法務部、顧問弁護士の２つ）を各々設置しております。社内外で問題が発見された場合には、その連絡者・
相談者の保護を十分に配慮したうえでリスクマネジメント委員会にて対応を検討し、事実関係の調査を進めるなど問題点の早期解決を図る体制を
整えております。また、必要に応じて顧問弁護士の助言を得て、適法性にも留意しております。

なお、2021年度におけるスピークアップ窓口通報件数は３件、ピジョン・パートナーズライン通報件数は０件となっております。また、コンプライアン
ス教育の内容および社内通報制度の通報内容につきましては、毎年取締役会および監査役会に報告されております。



■個人情報および情報セキュリティ

当社グループは商品、サービス、情報をお客様にお届けするうえで情報セキュリティと個人情報保護を重要課題の一つとして位置付けており、各
々に対するリスクの検討と対策をリスクマネジメント委員会において協議し、情報セキュリティ部門ないし法務部門その他の所管部門にてその対策
を実施するという体制を採ることで、情報セキュリティおよび個人情報の管理強化に取り組んでおります。

なお、個人情報の保護体制については、2005年７月に「プライバシーマーク制度」を運営する財団法人日本情報処理開発協会（現 一般財団法人

日本情報経済社会推進協会）より、ＪＩＳ Ｑ 15001：1999「個人情報保護に関するコンプライアンス・プログラムの要求事項」（現ＪＩＳ Ｑ　15001：2006

個人情報保護マネジメントシステム）に準拠して個人情報を適正に取り扱っている事業者であることの証として「プライバシーマーク」の付与認定を
受け、2007年、2009年、2011年、2013年、2015年、2017年、2019年および2021年にその認定を更新しております。

■サステナビリティ

当社では、当社グループのESG活動のさらなる推進のため、GHO担当取締役を委員長とし、各事業本部長、経営戦略本部長を委員とする「サステ
ナビリティ委員会」を2020年12月に設置いたしました。当委員会を年２回以上開催し、当社のESG課題における中・長期目標の設定、マテリアリティ
（重要課題）の特定と定期的な見直し、マテリアリティ解決に向けた取り組みの進捗状況のレビューを行い、グループ全社の課題解決および推進
を図っております。

■ＩＲ活動

ＩＲ活動においては、第２四半期および通期の決算説明会、第１四半期および第３四半期の電話会議による決算説明会、中期経営計画説明会、コ
ーポレートサイトの充実（日本語版、英語版）を図っております。さらに、経営内容の透明性、信頼性の一層の向上を目指し、ＩＲ部門の担当取締役
のほか、代表取締役社長および社内の各取締役に加え、社外取締役も参加した国内外ＩＲ活動を実施するなど、機関投資家をはじめ株主の皆様
に対してのＩＲ活動を積極的に推進し、迅速かつ正確な情報開示に努めております。

■適時開示体制の概要

１．適時開示に係わる社内体制

当社グループの情報開示に対する基本的な考え方をまとめた「ディスクロージャー・ポリシー」を制定し、当社コーポレートサイト等において公表し
ております。（https://www.pigeon.co.jp/disclosure.html）

　加えて、本ポリシーの精神を実現するべく、当社グループに関する重要な財務的・社会的・環境的側面の情報（以下「経営関連情報」といいます）
の公正かつ適時・適切な開示が行われるよう、当社グループにおいて「ディスクロージャー規程」を制定しております。

・ディスクロージャー規程の目的

本規程は、ピジョングループに関する重要な財務的・社会的・環境的側面の情報の公正かつ適時・適切な開示方針を定めることにより、証券取引
に関連する法令および証券取引所の諸規則を遵守することに加え、株主・投資家、地域社会をはじめとするあらゆるステークホルダーの当社グル
ープに対する理解を促進し、その適正な評価に資することを目的とする。

ディスクロージャー規程に基づき、当社グループにおける経営関連情報の報告体制を構築しております。また連結子会社に関する経営関連情報
については、各社規程に基づき、各社から当社への経営関連情報の報告体制を構築しております。

＜ディスクロージャー規程＞

（１）当社グループに関する重要な情報を、その内容や重要性により「法令開示情報」「個別開示情報」「その他の重要な情報」に分類し、経営関連
情報として定義する。

（２）四半期ごとの決算発表、役員人事、その他当社グループに係わる重要な情報の開示に関しては取締役会決議後すみやかに情報開示を行う
。尚、情報開示に関する主管は経営戦略本部経営戦略室が担当する。

（３）ディスクロージャー・ポリシーの精神に則った経営関連情報の開示統制手続を定めている。法令開示情報については原則として、東京証券取
引所の定める「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則」に従い、同取引所が運営する「適時開示情報伝達システム（ＴＤｎ
ｅｔ）」において開示し、そのうえで遅滞なく報道機関への発表およびその他法令・諸規則の定める開示手続を行う。尚、当該情報は、開示後すみや
かに当社コーポレートサイトに掲載する。

（４）特定の第三者のみへの経営関連情報の開示を原則として禁じ、もしそのような開示が行われた場合は、遅滞なく当社コーポレートサイトにそ
の内容を掲載するなどの方法により、当該情報の開示を行うことを定める。

（５）各四半期の終了日から当該四半期の業績の発表日までの間を沈黙期間とし、当該四半期の決算に関する対外的コメントおよび問合せへの
回答は原則として行わないこととする。

２．適時開示に係わる社内体制のチェック機能

・当社では内部監査部門として、当社の内部統制の整備および内部監査を所轄する監査室を設置し、グループ各社の内部統制の整備および内
部監査体制の向上を図っております。

・株主・投資家の皆様、地域社会をはじめとするあらゆるステークホルダーへの公正かつ適時・適切な会社情報の開示が行われているかどうかを
検証するために、当社グループにおける情報開示プロセスに係わる内部統制について監査室が定期的に内部監査を実施しております。内部監査
の結果は代表取締役社長および監査役会へ報告されております。
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